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「新たな地域医療構想策定ガイドライン」の議論開始 

 

 

2040年頃を見据えた新たな地域医療構想の検討・策定に向け、厚生労働省の「地域医療

構想及び医療計画等に関する検討会」で、「新たな地域医療構想策定ガイドライン」につ

いての論議が始まっています。 

2025 年度中に厚労省が作成するガイドラインに基づき、2026 年度に各都道府県が地域

医療構想の内容を策定。2027年度から医療機関機能の再編・集約化の協議を始めます。 

 

 

地域医療構想で位置付けられる「医療機関機能」 

 

 

現在の「病床機能報告」の対象となる医療機関は次の４つの医療機能の中から該当する

機能を選び、都道府県に報告する制度を設けます。複数の医療機能を備えている医療機関

においても、原則１つの機能に限定させる方向です。 

 
第３回「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」（2025年８月 27日）資料より 

https://gemmed.ghc-j.com/?p=64172
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医療機能１ 「急性期拠点機能」 

 

 

「急性期拠点機能」は、手術や救急医療などの医療資源（病床や医療機器）を集約化し

て医療提供を行います。「構想区域」の人口規模に応じて確保する医療機関数を設定しま

す。これに伴い、病床や医師、看護師等の数も定まります。国が主導する形で病床数も従

事者数も枠にはめて集約化する方向です。 

厚労省が示した医療機関数の「目安」は、「大都市型・人口 100 万人以上」と「地方都

市型・人口 50万人程度」では、「人口 20～30万人毎に１拠点」としています。 

また、「人口の少ない地域・人口 30万人未満」では「１医療機関」としていますが、人

口 20 万人未満の地域は、隣接する構想区域と合併した上で「１医療機関」とすることも

検討するとしています。 

 

 

医療機能２ 「高齢者救急・地域急性期機能」 

 

 

「高齢者救急・地域急性期機能」は、今後増加する高齢者の救急搬送を受け入れるとと

もに、必要に応じて専門病院や施設等と協力･連携しながら、入院早期からのリハビリテ

ーションや退院調整を行います。早期の退院を促す仕組みです。 

高齢者の救急搬送が増えている中、ケアの質が高い急性期機能を提供している病床を確

保することはますます重要になっています。 

 

 

医療機能３ 「在宅医療等連携機能」 

 

 

「在宅医療等連携機能」は、高齢者施設と連携し患者を受け入れ、早期退院した患者を 

在宅医療でケアします。他の医療機関や訪問看護、訪問介護と連携し、24 時間対応しま

す。増加する在宅医療のニーズに対して、在宅医療や介護でケアする体制は不十分な状況

です。 

 

 

  医療機能４ 「専門等機能」 

 

 

「専門等機能」は紹介した３つの機能に当てはまらない医療機関です。集中的なリハビ

リテーション、中長期にわたる入院医療機能、有床診療所が担う診療機能など、一部の診

療科に特化して地域ニーズに応じた診療を行います。 
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「医療機関の築年数」を「協議のためのデータ」に活用 

 

 

なお、医療機関機能の再編・集約化の「協議のためのデータ」として「医療機関の築年

数」なども活用することが示されました。厚労省は、法定耐用年数を超える築 40 年以上

の病棟が「現時点ではで約 1600病棟、約 16万床分」と見込まれると報告しています。 

経営難に陥る病院が増える中、建築費などが高騰し、老朽化しても建て替えられない病

院が相次ぐ恐れがあります。 

  

第２回「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」（2025年８月８日）資料より 

 

 

医療の充実による安心できる街づくりを 

 

 

「医療へのアクセス」を保障し、健康と命を守る医療機関は重要な基盤インフラです。

同時に医療機関は雇用を生み出し地域経済にも貢献します。医療の充実による安心できる

街づくりこそ必要です。 

そのためにも公的医療費の抑制政策を転換し、国費を投入して医療従事者の処遇や医療

機関の経営を改善すべきです。        

（文責:医療動向モニタリング小委員会委員 寺尾正之) 


